（様式１）
令和　年　月　日　
被災地コミュニティ支援コーディネート事業企画提案書

団体の名称

所　在　地

代表者職氏名　　　　　　　　　印

※適宜行間を調整して作成してください。この様式については、全体で５ページ以内におさめてください。

１　実施方針・実施方法
※コミュニティの形成や活動の定着に係る課題を踏まえ、被災地における今後のコミュニティのあり方や具体的なコミュニティ形成支援プロセスについて、提案者としての考え方を記載してください。

２　事業実施計画

※提案する業務の実施計画やスケジュールを記載してください。

(1)　コミュニティ形成に向けた市町への支援
　 ア　コミュニティ形成に係る市町概況調査・助言等
　 イ　市町のコミュニティ形成に向けた伴走支援
　 ウ　職員研修の実施

(2)　市町のコミュニティ活動の定着等に向けた伴走支援
　 ア　災害公営住宅における自治組織運営支援
　 イ　災害公営住宅入居者による自主行事開催支援
　 ウ　地域における人材育成

３　事業の実施に関わる人的体制について

※人員体制や管理方法、関係機関との協力体制等について記載してください。

４　事業の拠点について

※事業の拠点の設置（予定）場所について記載してください。

５　類似業務の実績

※過去に今回提案する業務と類似した業務実績があれば、概要を記載してください。

６　その他

　　※事業提案に当たりアピールしたい点など、自由に記載してください。
（添付書類）

ア　事業に関わるスタッフ一覧（様式２）

イ　組織等に関する調書（様式３）

ウ　事業等に関する調書（その他の受託事業及び補助事業の状況）（様式４）

エ　役員名簿（様式５）

オ　見積書（様式６）

カ　定款又は会則及び最新の総会の議事録

キ　直近の事業年度の事業内容及び収支内容がわかる書類

ク　現在の事業年度の事業計画書及び収支予算書

（様式２）

コーディネーター一覧

	氏　名
	コミュニティ形成支援業務等の経歴
	担当業務（兼務する業務）

	
	
	【統括コーディネーター】

	
	
	【コーディネーター】

	
	
	【コーディネーター】

	
	
	【コーディネーター】

	
	
	【コーディネーター】

	
	
	【コーディネーター】


注）１　コーディネーターを外部に委嘱する場合は、氏名欄に括弧書きで委嘱予定者の所属団体も併せて記載してください。
２　担当業務で、被災地コミュニティ支援コーディネート事業に係る業務以外に兼務する業務があれば、その内容を括弧書きで記載してください。

（様式３）

組織等に関する調書

	項　目
	内　　　容

	団体の名称
	

	代表者職・氏名
	

	団体設立年月
	年　　　　月（活動歴　　　年　　ヶ月）

※特定非営利活動法人の場合、法人格取得前の活動歴を含みます

	専従職員の有無


	有〔　　　〕名　（うち有給　　名・無給　　名）　・　　無　

会員数　　　　名

	事務所所在地
	〒

TEL　　　　　　　　　　　　　　　FAX

	岩手県内の活動拠点の所在地
	〒

TEL　　　　　　　　　　　　　　　FAX

	団体の活動目的
	

	現在の活動内容及び業務内容
	

	類似事業等の事業実績、実施見込み
	（過去に本事業に類似した経歴等や県等からの受託事業の実績がある場合。事業実施年度、事業名、事業費、事業概要を記入してください。来年度受託等により事業を実施することが確定している事業についても記入してください。）




注）複数の法人その他の団体で構成する場合は、別葉で記載してください。

（様式４）

事業等に関する調書（その他の受託事業及び補助事業の状況）

	事業名
	委託者等
	委託等の期間
	事業内容
	事業費
	従事人数

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


注）１　応募時点における、行政等からの受託事業及び補助事業を掲載してください。

２　応募時点で、応募予定の他の委託事業及び補助事業がある場合は、「事業名（見込み）」として掲載してください。

３　複数の法人その他の団体で構成する場合は、別葉で記載してください。

（様式５）

役　員　名　簿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名　　　　　　　　　　　　　

	役　　名
	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps11 \o\ad(\s\up 10(ふり),氏)　　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps11 \o\ad(\s\up 10(がな),名)
	団体名・職名
（他に生業がある場合）
	報酬の
有無
	行政

経験の

有無
	備考

	
	
	（例：岩手県○○部○○課 主査）
	
	
	


注）複数の法人その他の団体で構成する場合は、別葉で記載してください。

（様式６）

見　積　書

	積算項目
	積　算　明　細

	１　人件費
	当事業により雇用する職員の給与、各社会保険料、手当（通勤手当等）は積算に入れてください。

　　　　　　　　　　　　　　　

	２　事業費

（1）旅費交通費

（2）会議費

（3）通信運搬費

（4）印刷製本費

（5）事務所経費

（6）　・・・

（7）　・・・


	

	３　管理費

（上記１＋２の10％以内）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	４　消費税

（10％）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	合　計
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　円


注１）積算項目は、必要経費等を適宜加除のこと。

注２）積算明細は、単価×時間、単価×数量等の積算根拠を記載のこと。

5
PAGE  
4

